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令

平成年月日 木曜日 (号外特第号)官 報

国
立
研
究
開
発
法
人
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
産
業
技
術
総
合
開
発
機
構
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係

政
令
の
整
理
に
関
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

平
成
二
十
八
年
三
月
三
十
一
日

内
閣
総
理
大
臣
臨
時
代
理

国
務
大
臣

麻
生

太
郎

政
令
第
百
八
十
一
号

国
立
研
究
開
発
法
人
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
産
業
技
術
総
合
開
発
機
構
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う

関
係
政
令
の
整
理
に
関
す
る
政
令

内
閣
は
、
国
立
研
究
開
発
法
人
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
産
業
技
術
総
合
開
発
機
構
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二

十
八
年
法
律
第
十
八
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

（
地
方
税
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
一
条

地
方
税
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
五
年
政
令
第
二
百
四
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
五
十
二
条
の
十
の
四
第
一
号
中
「
第
十
五
条
第
一
項
第
一
号
」
を
「
第
十
五
条
第
一
号
」
に
改
め
、
同
条
第
二

号
中
「
第
十
五
条
第
一
項
第
二
号
」
を
「
第
十
五
条
第
二
号
」
に
改
め
る
。

（
所
得
税
法
施
行
令
及
び
法
人
税
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
二
条

次
に
掲
げ
る
政
令
の
規
定
中
「
第
十
五
条
第
一
項
第
三
号
」
を
「
第
十
五
条
第
三
号
」
に
改
め
る
。

一

所
得
税
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
年
政
令
第
九
十
六
号
）
第
八
十
九
条
第
三
号

二

法
人
税
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
年
政
令
第
九
十
七
号
）
第
七
十
九
条
第
三
号

（
都
市
計
画
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
三
条

都
市
計
画
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
四
年
政
令
第
百
五
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
十
一
条
第
三
十
号
中
「
第
十
五
条
第
一
項
第
一
号
」
を
「
第
十
五
条
第
一
号
」
に
改
め
る
。

（
特
別
会
計
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
四
条

特
別
会
計
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
平
成
十
九
年
政
令
第
百
二
十
四
号
）の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
五
十
条
第
九
項
中
「
第
八
十
五
条
第
三
項
第
三
号
」
を
「
第
八
十
五
条
第
三
項
第
二
号
」
に
改
め
る
。

第
五
十
二
条
第
一
項
第
二
号
中
「
次
に
掲
げ
る
」
を
「
第
五
十
条
第
七
項
第
十
号
及
び
第
十
一
号
、
第
八
項
第
七

号
及
び
第
八
号
並
び
に
第
九
項
第
一
号
及
び
第
三
号
に
規
定
す
る
費
用
に
係
る
補
助
金
、
委
託
費
、
交
付
金
若
し
く

は
利
子
補
給
金
の
交
付
、
拠
出
金
の
拠
出
又
は
分
担
金
の
支
出
に
関
す
る
」
に
改
め
、
同
号
イ
及
び
ロ
を
削
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
十
八
年
三
月
三
十
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
特
別
会
計
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

２

国
立
研
究
開
発
法
人
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
産
業
技
術
総
合
開
発
機
構
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
二
条
第
一

項
及
び
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
国
立
研
究
開
発
法
人
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
産
業
技
術
総
合
開
発
機
構
が
同
条
第
一
項
に

規
定
す
る
業
務
を
行
う
場
合
に
お
い
て
は
、
第
四
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
特
別
会
計
に
関
す
る
法
律
施
行
令
第

五
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
勘
定
に
係
る
事
務
の
う
ち
、
当
該
業
務
に
要
す
る
費

用
に
係
る
委
託
費
の
交
付
に
関
す
る
事
務
は
、
経
済
産
業
省
令
・
環
境
省
令
で
定
め
る
区
分
に
応
じ
、
経
済
産
業
大

臣
又
は
環
境
大
臣
が
行
う
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
二
項
中
「
前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
務
」
と

あ
る
の
は
、「
前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
務
（
国
立
研
究
開
発
法
人
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
産
業
技
術
総
合
開
発
機
構
法
の
一

部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
理
に
関
す
る
政
令
（
平
成
二
十
八
年
政
令
第
百
八
十
一
号
）
附

則
第
二
項
に
規
定
す
る
事
務
を
含
む
。）」
と
す
る
。

総
務
大
臣

山
本

早
苗

財
務
大
臣

麻
生

太
郎

経
済
産
業
大
臣

林

幹
雄

国
土
交
通
大
臣

石
井

啓
一

環
境
大
臣

大

珠
代

内
閣
総
理
大
臣
臨
時
代
理

国
務
大
臣

麻
生

太
郎

第
一
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
定
義
）

第
二
条

こ
の
法
律
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

一

経
済
・
財
政
一
体
改
革

我
が
国
経
済
の
再
生
及
び
財
政
の
健
全
化
が
相
互
に
密
接
に
関
連
し
て
い
る
こ
と

を
踏
ま
え
、
こ
れ
ら
の
た
め
の
施
策
を
一
体
的
に
実
施
す
る
取
組
を
い
う
。

二

国
及
び
地
方
公
共
団
体
の
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
の
黒
字
化

国
民
経
済
計
算
（
統
計
法
（
平
成
十
九
年

法
律
第
五
十
三
号
）
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
作
成
す
る
国
民
経
済
計
算
を
い
う
。）に
お
け
る
中
央
政
府

及
び
地
方
政
府
の
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
の
合
計
額
（
東
日
本
大
震
災
（
平
成
二
十
三
年
三
月
十
一
日
に
発

生
し
た
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
及
び
こ
れ
に
伴
う
原
子
力
発
電
所
の
事
故
に
よ
る
災
害
を
い
う
。）か
ら
の
復

興
の
た
め
の
施
策
に
必
要
な
経
費
及
び
そ
の
財
源
に
充
て
ら
れ
る
収
入
そ
の
他
の
財
政
の
健
全
性
を
検
証
す
る

に
当
た
り
当
該
合
計
額
か
ら
除
く
こ
と
が
適
当
と
認
め
ら
れ
る
経
費
及
び
収
入
に
係
る
金
額
を
除
く
。）が
零
を

上
回
る
こ
と
を
い
う
。

附
則
第
二
項
を
削
り
、
附
則
第
一
項
の
項
番
号
を
削
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
平
成
二
十
八
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条

第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
財
政
運
営
に
必
要
な
財
源
の
確
保
を
図
る
た
め
の
公
債
の
発
行
の
特
例
に

関
す
る
法
律
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
旧
特
例
公
債
法
」
と
い
う
。）第
二
条
第
一
項
及
び
第
二
項
並
び
に
第
三
条

の
規
定
は
、
平
成
二
十
八
年
六
月
三
十
日
ま
で
の
間
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。

２

旧
特
例
公
債
法
第
二
条
第
一
項
（
前
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
る
場
合
を
含
む
。）

の
規
定
に
よ
り
発
行
し
た
公
債
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
四
項
の
規
定
は
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。

３

旧
特
例
公
債
法
第
四
条
第
三
項
に
規
定
す
る
年
金
特
例
公
債
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
の
規

定
は
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。

（
財
政
の
健
全
化
を
図
る
た
め
の
施
策
と
の
整
合
性
に
配
慮
し
た
復
興
施
策
に
必
要
な
財
源
の
確
保
）

第
三
条

政
府
は
、
復
興
施
策
（
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
の
た
め
の
施
策
を
実

施
す
る
た
め
に
必
要
な
財
源
の
確
保
に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
一
条
に
規
定
す
る
復
興
施
策
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）

に
必
要
な
財
源
の
確
保
及
び
一
般
会
計
の
歳
出
の
財
源
の
確
保
が
相
互
に
密
接
な
関
連
を
有
す
る
こ
と
に
鑑
み
、
財

政
の
健
全
化
を
図
る
た
め
の
施
策
と
の
整
合
性
に
配
慮
し
つ
つ
、
復
興
施
策
に
必
要
な
財
源
の
確
保
を
適
切
に
行
う

も
の
と
す
る
。

財
務
大
臣

麻
生

太
郎

内
閣
総
理
大
臣
臨
時
代
理

国
務
大
臣

麻
生

太
郎
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